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１．はじめに 

 

 我が国の高速道路網は 2000 年 4 月時点で約

6600km が供用されており、我が国の社会基盤を支

える重要な社会資本である。そのため、その整備効

果を定量的に把握するために事後評価 1)2)3)4)を行っ

た事例がいくつかあるが、これらの研究では整備プ

ロセスの違いによって評価が異なるということが考

慮されておらず、我が国の高速道路ネットワークの

段階的整備プロセスが社会的な費用便益の観点から

最適なプロセスであるかどうかは明らかにされてい

ない。道路ネットワークは複数のプロジェクトから

構成されているが、社会的観点から公共プロジェク

トの妥当性・効率性を評価する際に用いられる費用

便益分析のように、プロジェクトを実施する各段階

における評価のみによってプロジェクトを採択して

いく整備プロセスは、プロジェクトが実施される時

期や、プロジェクトが後続のネットワーク形成に与

える影響、すなわちネットワークの外部性を考慮す

ると、ネットワーク整備全体からみた場合に最適で

あるとは限らない 5)6)。複数のプロジェクトから構

成されるネットワークを段階的に整備する際に、最

適な整備プロセスを得るためには、各段階において

最適なプロジェクトを採択するのではなく、ネット

ワーク整備全体を最適化するプロジェクトを採択し

ていくことが必要である。そこで本研究では、これ

までに整備された高速道路を対象として、実際の整

備順序による整備プロセスと、遺伝的アルゴリズム

を適用し構築したシミュレーションモデルを用いて 
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探索するネットワーク整備全体を最適化した整備プ

ロセスや各々のプロジェクト実施段階の費用便益分

析の結果によって実施するプロジェクトを逐次採択

していく整備プロセスと比較することにより、我が

国の高速道路ネットワークの段階的整備プロセスが

どの程度効率的であったかという視点から事後評価

を行うことを目的とする。 

 

２．プロジェクト採択基準 

 

本研究では、実際の整備順序による整備プロセ

ス（実際順）と比較するために、以下に示す 3種類

のプロジェクト採択基準に従う段階的整備プロセス

を探索した。 

 

（１） 費用便益比基準 

ネットワークの段階的整備プロセスのそれぞれ

の段階において、費用便益比（B/C）が最大となる

プロセスを採択する基準。ただし、費用便益比が

1.0 以上となることをプロジェクトの実施条件とし、

未実施の全プロジェクトの費用便益比が 1.0 未満と

なった段階で整備を完了する。 

 

（２） 総純便益基準 

プロジェクトの実施時期やネットワークの外部

性を考慮した上で、ネットワーク整備全体を社会的

観点から最適化するために、式（１）に示す全プロ

ジェクト完了時の総純便益（TENPV ：Total 
Economic Net Present Value of Benefits minus 
Costs）が最大となるように、実施するプロジェク
トを採択する基準。遺伝的アルゴリズムを応用し準

最適解を探索する。ただし、この基準においても費

用便益比が 1.0 以上となることをプロジェクトの実

施条件とする。 
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 式(1) 

ｔ：年次（建設開始年次を 0とする） 
)(ik ：i段階目に実施されるプロジェクト 

n：実施されるプロジェクトの総数 

)(ikκ ：プロジェクト )(ik の建設開始年次（2000 

年を 0とする） 

)(, iktUB ：プロジェクト )(ik によって発生するｔ年次 

の利用者便益 

)(, iktSB ：プロジェクト )(ik によって発生するｔ年次 

の供給者便益 

)(, iktC ：プロジェクト )(ik によって発生するｔ年次 

の建設費 

)(, iktRC∆ ：プロジェクト )(ik によって発生するｔ年 

次の管理費増加額 

T：評価対象期間（50年間） 

)(ikd ：プロジェクト )(ik の工期 

r ：社会的割引率 

 

（３） 全プロジェクト実施 

プロジェクトの実施条件を設けず、ネットワー

クの段階的整備プロセスのそれぞれの段階において、

費用便益比（B/C）が最大となるプロセスを採択し、

最終的に全てのプロジェクトを実施する基準。 

 

３．前提条件 
 

（１） 対象ネットワーク 

 本研究では、沖縄を除く46都道府県を対象として、

図1に示すように、2000年4月時点において供用され

ている高速自動車国道と、本州四国連絡橋公団によ

って整備された道路を合わせた約6,800kmを61個の

プロジェクトに集約し、分析対象とした。 

 

（２） プロジェクトの工期の算出 

 工期はプロジェクトの実施に要する建設費によっ

て決定するとし、各年次において使用できる建設費

予算に制約を設け、算定することとした。工期の算

定にあたっては、複数のプロジェクトが並行して実

施されることはなく、一つのプロジェクトが完了し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 分析対象とするネットワーク 

 

た後、次のプロジェクトが実施されると仮定した。

その上で、各年次の予算制約の中でプロジェクトを

実施し、余剰金があれば、それを次のプロジェクト

の実施費用に充当できるとし、不足する場合には、

翌年も引き続きプロジェクトが実施されるものとし

た。なお、各年次に使用できる予算の上限値には、

実際に高速道路の建設に投下された額を2000年の価

格にデフレートした値を用いている。 

 

（３） ゾーン間一般化費用の計測 

 本研究では、ゾーン間OD交通量を推定し、その

OD 交通量を分割配分法を用いて各リンクに配分す
ることによって得られるリンク交通量 lLinkQ から、

リンク一般化費用を算出し、Djikstra法により、ゾ

ーン間一般化費用を計測する。 

 リンク所要時間、リンク走行速度は Q-V式より

求めた。時間価値については 90円／分とした。リ

ンクの通行料金については乗用車類・普通貨物車の

通行料金を基に算出した。 

 

（４） OD交通量の推定 

OD交通量の推定には、需要関数を用いることと

し、都市圏内々交通に係るODと、それ以外のODの

2種類について、道路交通センサス自動車起終点調

査による、1985年、1990年、1994年のOD交通量9)、

人口データ10)、ゾーン間一般化費用を用いて重力モ

デルを用いて推定した。ただし、推定した需要関数

で求めた交通量から算出される料金収入と実際の料

金収入の値を比較すると、特に1980年代以前の値が

大きく乖離していたため、年次毎に需要関数に調整

係数を乗じることで交通量を調整し、料金収入の整

一般国道等

供用済高速道路 

(分析対象路線） 



 

 

合を図った。なお、各年次の人口については、1960

年から2000年までの国勢調査による5年おきの都道

府県別人口10)を線形補間した値を用いた。 

 

（５） 便益・費用の算出 

 本研究では、プロジェクト実施によって発生する

利用者便益、および、供給者便益を計測する。ただ

し、利用者便益については、一般化費用の減少によ

るもののみとし、消費者度余測度を用いて算出した。

供給者便益については、整備前後において、有料道

路事業者全体に発生する料金収入の増分とした。な

お、評価対象期間は50年とし、便益額は、社会的割

引率（4%11））を用いて、2000年の値に換算した。 

 また、費用便益比を求める際の費用としては、建

設費およびプロジェクト実施による高規格幹線道路

網全体の管理費の増加額を計測した。費用について

も同様に2000年に換算した。ただし、管理費につい

ては、次式により求めることとした。 

295.31257.01849.0 +×+×= ttt RvLRC   式(2) 

tRC ：年次 tの管理費（高規格幹線道路網） 

tL ：年次 tの高規格幹線道路供用総延長 

tRv ：年次 tの料金収入（高規格幹線道路網） 

 

３．探索結果の考察 

（１）各基準によるネットワークの段階的整備プロ

セスの評価 

各プロジェクト採択基準による結果を表１に示

す。また、B/Cの推移を図2に、形成されたネット

ワークを図3に示す。 

表１ 段階的整備プロセス探索結果 

 

TENPVについては表 1より、費用便益比基準では

約 89.6兆円、総純便益基準では約 110.3兆円とな

り、約 21兆円の差が生じることが分かる。ネット

ワークの段階的整備プロセスについては、費用便益

比基準では、整備開始から1973年までは東京、大阪、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 B/Cの推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 形成されたネットワーク 

 

名古屋などの大都市付近を中心に整備され、その後、

放射状にプロジェクトが実施されていき、1983 年

までには、東北から九州南部までを結ぶ一本の大き

な高速道路の軸が形成される。そして、1984 年以

降は磐越自動車道、北陸自動車道など、軸から枝分

かれしてネットワークが形成されていく。これに対

して、総純便益基準では、1974 年ごろまでは大都

市周辺の路線が整備されているが、1974 年以降、

高速道路は各地方で分散的に整備され、1983 年以

降は、分散して整備された高速道路を連結するよう

なプロジェクト、例えば 1983 年、1985 年に名神高

速道路が整備される。これらのプロジェクトは、図

2 に示すように他の段階に実施されるプロジェクト

よりも B/C が高くなっており、高速道路が連結さ

れることで大幅に便益が発生していることが分かる。

また、総純便益基準では 1985 年までに東北から九

州南部を結ぶ高速道路の軸が完成し、その後は地方

  
実施 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ数 
供用延長 
（km） 

総純便益
（億円）

建設終了 
年次 

実際順 61 6,791.3 733,665 1999年
費用便益比基準 42 4,441.0 895,617 1991年
総純便益基準 44 4,689.7 1, 102,676 1991年
全ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実施 61 6,791.3 882,135 1999年
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部の路線が整備されている。図 3より、総純便益基

準によって完成したネットワークと費用便益比基準

によるネットワークを比較すると、総純便益基準で

は、費用便益比基準で整備される、関越自動車道

（長岡-前橋）を整備せずに中央自動車道（甲府南-

岡谷）、上信越・長野自動車道（岡谷-上越 JCT）

を整備することにより、中央自動車道（甲府南-小

牧 JCT）が整備可能となっている。これより、結果

として総純便益基準によって整備されるプロジェク

トが費用便益比基準より 2つ多くなり、供用延長で

も約 249km長くなるという結果となった。 

 

（２）実際のネットワークの段階的整備プロセスの

事後評価 

実際のネットワークの段階的整備プロセスは、

費用便益比基準のネットワークの段階的整備プロセ

スと同様に、大都市から放射状に路線が整備されて

いくプロセスとなっており、1983 年には東北から

九州南部までを結ぶ高速道路の軸を完成させ、その

後は地方部の路線を整備している。表 1より実際順

では TENPVが約 73.4兆円となり、費用便益比基準

より約 16兆円、総純便益基準より約 37兆円少ない

値となった。また、図 2 より、実際順では 23 個の

プロジェクトが B/Cが 1.0未満で実施されているが、

B/C が高い順に全てのプロジェクトを実施する場合

では 16 個になっている。このことから、実際順の

ネットワークの段階的整備プロセスの TENPV が、

費用便益比基準や総純便益基準に比べて大きく下回

った理由としては、B/C が 1.0 以下のプロジェクト

を多く実施してきたことよりも、適切な段階で適切

なプロジェクトを実施しておらず、プロジェクトの

実施順序が適切ではなかったからであると言える。 

 

4．おわりに 

 

本研究では、2000 年 4 月時点において供用済み

の高速自動車国道を対象として、費用便益比基準、

総純便益基準、全プロジェクト実施というの 3つの

プロジェクト採択基準に従うネットワークの段階的

整備プロセスを探索し、実際のネットワークの段階

的整備プロセスとの比較を行った。その結果、総純

便益基準によるネットワークの段階的整備プロセス

は、費用便益比基準によるネットワークの段階的整

備プロセスよりも TENPV が 2 割ほど大きくなり、

実施されるプロジェクト数も多くなった。また、本

研究で構築したネットワークの下で求めた、各基準

によるネットワークの段階的整備プロセスを比較す

ることにより、実際の高速自動車国道の整備プロセ

スは、総純便益を最大化するという観点からは必ず

しも最適なプロセスではなかったという結果を得た。 
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